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１ 各目標の実現を支える行財政運営  

    総合計画に掲げる政策・施策の推進にあたり、各個別目標の実現に向け、横断的に寄与する経営

的な施策については、以下のように取り組みます。 

 

 １ 施策を着実に実現するための行政経営の体制を構築します 

  （１）積極的にチャレンジし、時代の変化に合わせ、成長し続ける職員・組織づく

りを進めます 
 

◎高度化・多様化する市民ニーズや行政課題に臨機応変に対応できる「柔軟性」、前例や

固定化した考え方にとらわれない「創造力」、社会の流れを読み、目標達成のために必要

な情報・条件を的確に選択できる「判断力」、“旬”を逃さず、迅速かつ的確に業務を遂行

していく「実行力」を併せ持つ職員を育みます。 

◎職員の成長を組織全体として支援していくとともに、社会や市民ニーズの変化に、柔軟に

対応できる組織づくりを進め、着実に事務を遂行していきます。 

 

         

 

 

 

 

 

 

  （２）連携・協働により効率的に施策を推進します 

◎行政ニーズの変化への対応や行政サービスの充実など、施策をより効率的・効果的に推

進するため、組織の枠を超え、民間事業者や団体、学校等と連携して実施するなど、民間

活力を活用していきます。 

◎広域連携による役割や利点を整理しながら、関係する自治体と連携し、地域の枠を超え 

た連携・協力により、業務の共同化や情報の共有をはかり、効率的かつ効果的に施策を

推進していきます。 

 

         

 

 

 

 

  

 

◇高浜市職員成長支援計画  ◇高浜市定員適正化計画   

◇高浜市女性活躍推進特定事業主行動計画  ◇高浜市障害者活躍推進計画 

◇高浜市次世代育成支援対策特定事業主行動計画 

関連する個別計画 

 

◇衣浦東部広域連携推進ビジョン（衣浦東部広域行政圏計画） 

◇衣浦東部ごみ処理広域化計画 ◇テレトピア計画 ◇衣浦定住自立圏共生ビジョン 

関連する個別計画 

第 4章 計画の実現に向けて 
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Ⅱ 持続可能な財政基盤を構築します 

  （１）健全かつ計画的な財政経営を行います 

◎事業の重要性、緊急性及び費用対効果を常に検証し、効率的な財源の配分を行うことで、

中長期的に収支の均衡がとれた財政運営を行います。 

◎長期的な財政状況を見通し、将来に向けて持続可能な財政運営を行うために、長期財政

計画を策定（改訂）します。 

◎産業振興や企業誘致、収納率の向上などを推進することで市税収入の確保を図るととも

に、国や県などの補助制度の有効活用やふるさと納税の拡充、新たな財源確保に向けた

調査研究を実施します。 

 

         

 

 

 

 

 

  （２）わかりやすく財政状況を共有します 

◎高浜市は、市民の皆様から「高浜市は貧乏」と言われることが多いです。事実、財源に余

裕がある状況ではありませんが、財政の指標上、全国的にみると非常に健全な財政状況

となっています。そうした現状や自治体財政の仕組み、さらに市の財政状況をわかりやすく

公表し、市民の皆様と共有します。 

 

  （３）公共施設総合管理計画に基づき、公共施設を適正に配置・管理・運用します 

◎公共施設のうち、特にハコモノ施設については、総数、配置、用途等のあり方を検討し、適

正化させることにより、市民サービスの向上と支出の削減を図ります。 

◎公共施設のうち、特に道路、橋りょう、上下水道等のインフラ施設は、市民生活の基盤で 

あることから、適切な維持管理を行い、安全・安心な暮らしを確保します。 

◎公共施設の整備や管理運営に係る全てを公共で賄うのではなく、費用を比較検討したう

えで、民間の技術や経験も活用していきます。 
 

         

 

 

 

 

 

 

◇高浜市公共施設総合管理計画 ◇公共施設推進プラン ◇インフラ施設推進プラン 

◇高浜市学校施設長寿命化計画 ◇高浜市公営住宅等長寿命化計画 

◇橋梁個別施設計画 ◇高浜市汚水適正処理構想 ◇高浜市公共下水道全体計画 

◇高浜市公共下水道事業計画 ◇高浜市建築物耐震改修促進計画 

関連する個別計画 

第 4章 計画の実現に向けて   

 

◇長期財政計画   ◇債権管理計画 ◇高浜市水道事業経営戦略 

◇高浜市下水道事業経営戦略 ◇高浜市三高駅西駐車場事業経営戦略 

関連する個別計画 
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（参考）財政基盤の現状と見通し 

（１）経常収支比率の推移 

    地方自治体の財政の弾力性を示す指標（自由に使えるお金がどれくらいあるかをはかる指標）と

される経常収支比率については、第６次総合計画の「みんなで目指すまちづくり指標」にも掲げ、健全

財政の維持に取り組んできましたが、近年は変化が激しく厳しい状況にあります。 

 

 

（出典：財政資料） 

（２）財政力指数の推移 

    財政力指数は、地方自治体の財政力の強弱を表すもので、毎年の市の事業に必要なお金を、どの

くらい自力で調達できるかを示したものです。数値が「１」を超えるほど、国からの援助に頼らず、自力

でお金を調達でき、「１」を下回るほど、自分のお金だけでは足りない状態となり、国からの援助が必

要な状態になります。 

高浜市は、ちょうど「１」前後の状況であり、収入と支出がちょうど同じという状況です。言い換えると

収入を使い切ってしまう状況のため、なかなか貯金ができないような財政状況となっています。 

 

 

（出典：財政資料） 

 

高齢化社会の進展による社会保障費の増加や公共施設の老朽化への対応など、市の支出は今後も

減少することは難しく、収入も著しい上昇は考えにくいため、今後も厳しい財政状況が続く見通しです。 
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２ 主体的にかかわるまちづくり 

（１）住民自治と団体自治 

住民に一番身近な基礎自治体を重視する地方分権改革 

が具体化する中で、これからは、自らの地域のことは自らの 

意思で決定し、その責任も自らが持つという、地方自治の 

理念というべき住民自治・団体自治の確立が求められています。 

      高浜市では、「自分たちのまちのことは、自分たちで考え、自分たちでつくっていく」「決めたこと

に責任を持つ」という地方分権の趣旨を踏まえ、まちづくりに携わる「市民」「議会」「行政」の役割

を明らかにし、高浜市の自治に関する仕組みや制度の基本を定めるルール（理念条例）として、平

成２３年４月１日に『高浜市自治基本条例』を制定し、それぞれが役割を分担しながら、総合計画を

推進し、両者を「まちづくりの両輪」としていくことが大切であるとしています。 

 

高浜市自治基本条例           高浜市総合計画 

 

まちづくりの「手段」        まちづくりの「設計図」 

       ☆どのようにまちをつくっていくか             ☆どんなまちをつくっていくか 

 

団体自治 
自治体が自主性・自立性をもって、自らの判断と責任のもと、地域の実情に沿った市政運

営を行っていくことであり、まちづくりのうち、議会と行政が担っている部分になります。 

住民自治 

住民自らが地域のことを考え、自らの手で治めていくこと（自治の主役は市民）であり、３

つの住民自治があると考えられています。 

①縦の住民自治＝団体統制 

最も古典的な住民自治としては、地方自治法に定められている、議会の解散請求権、

議員の解職請求権、条例の改廃・制定請求権、監査請求権、陳情・請願の権利など、有

権者有効署名数をもって請求することの出来る権利が挙げられます。高浜市の場合は、

独自立法により、住民投票条例も追加されています。 

②横の住民自治＝地域の自己統治 

地域の自己統治権の部分に関しては、自治会・町内会などを地縁団体として首長が

認可することが出来るという条項しかありません。地域社会、地域コミュニティなどの統

治に関しては、地方自治法上、非常に弱いことが、現在の地方自治法上の欠点ですが、

高浜市では、まちづくり協議会を条例上の団体として位置づけています。 

③ななめ（深さ）の住民自治＝特定課題に対する有志市民の結集体 

障がい者・外国人・人権問題に関しては、コミュニティ団体の弱いところです。そうした

物事に強いアソシエーション型の専門の市民団体（ＮＰＯ）に助けてもらうことで、非常に

有効な地域経営が出来るようになります。 

※アソシエーション…共通の目的や関心をもつ人々が、自発的につくる集団や組織 

第 4章 計画の実現に向けて   
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（２）市民・地域ができること 

      高浜市が目指すまちの姿（将来都市像）「人と想いが つなぐつながる しあわせなまち 大家族

たかはま」を実現するためには、高浜市に暮らす人、高浜市で働く人、高浜市で学ぶ人、高浜市で

事業をする事業者、高浜市で活動をしている方、そして高浜市を応援したいと思うすべての方、行政

などの多様な主体が、家族のように、ともにまちをよりよいまちにしようと、それぞれが力を出し合い、

時には協力し合って取り組んでいくことが必要不可欠です。 

      第７次総合計画では、目指すまちの姿を実現するための行政の取組だけではなく、「市民一人ひ

とりができること」の具体例を記載しています。 

また、地域のできることとして、高浜市では「高浜市自治基本条例」において、地域のことは地域

の市民が自ら考え、実行するための施策を講じるとともに、地域の自主性・主体性を尊重し、お互い

に補完し合いながら、まちづくりを進める組織（場）として『まちづくり協議会』 

を定義しています。 

まちづくり協議会では、自らが取り組む地域のまちづくりの目標、 

活動方針、内容等を定めた地域計画を策定しています。 

総合計画に掲げる地域ができることは、まちづくり協議会が策定する 

「地域計画」を包含したものとなります。 

 

《市民一人ひとりができること》※市民会議の実践の写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地域ができること》※まち協の取組写真 
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